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（資料）2020年以前の数値は全国・東京都ともに「国勢調査」（総務省）の数値

2025年以降の全国の数値は「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）による。

2025年～2065年の東京都の数値は「『未来の東京』戦略 附属資料 東京の将来人口（令和６年８月）（東京都政策企画局）による。

図表A1

１ 人口・世帯数の動向

１－１ 人口の推移（全国、都、区部、多摩・島しょ）

2

全国（右軸）

◇ 東京都の総人口は、2030（令和12）年にピーク（1,426万人）を迎え、その後は減少が

続く。

◇ 多摩・島しょ部のピークは2025（令和７）年と区部に比べて10年早い。
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◇ 老年人口の割合は、2020（令和２）年の22.7％から2030（令和12）年には23.4％、
2050（令和32）年には29.3％に上昇する見込みである。

◇ 生産年齢人口の割合は、2020（令和２）年の66.1％から2030（令和12）年には66.5％
へ上昇するものの、2050（令和32）年には60.8％に低下する見込みである。
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（資料）「未来の東京」戦略 version up 2023 附属資料 東京の将来人口 （令和６年８月）

差し替え済

図表B2

１ 人口・世帯数の動向
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◇ 老年人口の割合は、2020（令和２）年の22.7％から2030（令和12）年には23.4％、

2050（令和32）年には29.3％に上昇する見込みである。

◇ 生産年齢人口の割合は、2020（令和２）年の66.1％から2030（令和12）年には

66.5％へ上昇するものの、2050（令和32）年には60.8％に低下する見込みである。

１－２ 年齢階級別人口の推移



（資料）総務省統計局「国勢調査」、「未来の東京」戦略 version up 2023 附属資料東京の将来人口（令和５年１月）

（備考）各ピラミッドに示した各世代の年齢階級には、それ以外の世代も含まれる

（※１）団塊世代：1947～1949（昭和22～24）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう

（※２）団塊ジュニア世代：1971～1974（昭和46～49）年生まれの人口の多い年齢層のことをいう

差し替え済

図表B1
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１ 人口・世帯数の動向

１－３ 人口のピラミッドの推移

（資料）総務省統計局「国勢調査」、「未来の東京」戦略 version up 2023 附属資料 東京の将来人口 （令和６年８月）
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◇ 団塊世代（※１）と団塊ジュニア世代（※２）が高齢化していくとともに、年少人口及び生産年齢

人口の割合が低く、65歳以上の老年人口の割合が高い「つぼ型」に変化していく。



72.8 83.3

81.1

50.4

35.8

23.3

12.9

8.7 5.3 3.6
△ 0.1

△ 6.8 △ 21.0
△ 25.6

△ 30.8

△ 34.1
△ 35.0

△ 42.3

△ 51.1

△ 58.4
△ 61.4

45.7

△ 29.4

△ 54.6

△ 55.9

△ 14.7
△ 20.7 △ 21.1

20.4

45.9 54.7

35.7

60.1

37.6
30.6

25.0
16.8 15.8 15.6 15.5 15.0 14.4

118.5 

53.9 

26.5 

△ 5.5

21.1 

2.6 

△ 8.2

29.0 

51.3 
58.3 

35.6 

53.2 

16.7 

5.1
△ 5.8

△ 17.3
△ 19.2

△ 26.7
△ 35.6

△ 43.4
△ 47.0

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

120

140

S35
→40

S40
→45

S45
→50

S50
→55

S55
→60

S60
→H2

H2
→7

H7
→12

H12
→17

H17
→22

H22
→27

H27
→R2

R2
→7

R7
→12

R12
→17

R17
→22

R22
→27

R27
→32

R32
→37

R37
→42

R42
→47

万

社会増減数

自然増減数

人口増減数

予測

(万人)

5

令和７年１１月更新

図表A2

差し替え済

１ 人口・世帯数の動向

１－４ 人口増減数の推移

（資料）H27→R2までは総務省統計局「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」、総務局「東京都世帯数の予測」（平成31年3月発行）を基に作成。

R2→R7以降は『「未来の東京」戦略 version up 2023 附属資料東京の将来人口』 （令和６年８月） ／東京都政策企画局を基に作成
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◇ 今後は、自然減が一層拡大していく一方で、社会増は令和17年以降、ほぼ横ばいの予測と

なっており、東京の人口は減少を続ける見込み。



（資料）「住民基本台帳」／総務省を基に作成

追加

１ 人口・世帯数の動向
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◇ 2025（令和７）年の都内の外国人数は、70万人を超えている。

１－５ 外国人数の推移
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768万世帯

（資料）R22までは総務省統計局「国勢調査」、総務局「東京都世帯数の予測」（平成31年3月発行）を基に作成。

R27以降は政策企画局計画部による予測値。

（備考）1. H2までは世帯の家族類型旧分類区分で記載。H22までの家族類型不詳世帯はその他に含む。

単独世帯の年齢不詳世帯は65歳未満世帯に含む。

2. 単位未満の四捨五入等により、内訳の合計が総数と一致しない場合がある。

図表A7

差し替え済

データは再確認

１ 人口・世帯数の動向
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◇ 単独世帯の増加を背景に2035（令和17）年まで増加し、その後減少する。

◇ 世帯別に見ると、単独世帯の割合が増加し、特に高齢単身者の割合が増加する。

１－６ 世帯数の推移（家族類型別）
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高齢者を含む世帯類型の推移（東京都）
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は未掲載）

図表B9

【参考】

※１ 高齢者は、65 歳以上の世帯員（本人を含む。）を指す。

※２ 令和２年度調査では、世帯員の調査方法を変更したため、これまでの世帯類型の分類から変えている。

差し替え済

１ 人口・世帯数の動向
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◇ 65歳以上の高齢者を含む世帯のうち、高齢者のみの世帯（ひとりぐらし、配偶者と二人暮らし、

その他）の割合は、40年間で２倍以上となり、半数を超えている。

高齢者のみの世帯 高齢者以外がいる世帯

22.2 31.4 3.3 2.8 25.1 5.8 1.8 7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020（R２）年

ひとりぐらし 配偶者と二人暮らし その他 配偶者と二人暮らし 二世代（子供と同居） 三世代（親と子供、または子供と孫） その他 高齢者以外がいるか不明の世帯

１－７ 高齢者世帯類型の推移
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図表B８

差し替え済

１ 人口・世帯数の動向

【メモ】要確認
※「島しょ部を除いている？確認

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

【メモ】
世帯数は総世帯数ではなく主世帯数が母数

9

◇ 65歳以上の世帯員を含む世帯（約234万世帯（32.3％））についてみると、持ち家は約7

割、借家は約3割となっており、その他の世帯約490万世帯（67.7％）に比べ持ち家の比率

が高い。
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１－８ 高齢者の「すまい」の現状
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（注）実績値は各年4月末時点。予測値の最新版では内訳を行っていないため合計値を参照。

令和７年８月更新

図表A18
１ 人口・世帯数の動向

10

◇ 2000（H12）年の介護保険制度開始以来、要介護認定者数は増加している。

１－９ 要介護度別認定者数の推移



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

948,600世帯 25～34歳

1,214,000世帯 45～54歳

2,139,200世帯 65歳以上

家計主年齢階層別の世帯年収（東京都）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

1,183,500世帯 夫婦のみの世帯

1,459,600世帯 夫婦と子供から成る世帯

854,600世帯 一人親の世帯

3,664,000世帯 単独世帯

家族類型別の世帯年収（東京都）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

令和７年６月更新

図表なし
住調：
第42-1表
第46-2表

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

7,235,300世帯 総数

241,200世帯 公営の借家

2,868,500世帯 民営借家

住宅の所有関係別の世帯年収（東京都）

100万円未満 100～150万円未満 150～200万円未満 200～300万円未満 300～400万円未満 400～500万円未満

500～700万円未満 700～1000万円未満 1000～1500万円未満 1500～2000万円未満 2000万円以上 不詳

表上の記載を以下のとおり変
更

・「単独世帯」⇒「単身世
帯」

１ 人口・世帯数の動向

１－10 世帯年収の状況

【メモ】要確認
※グラフの色修正

11

◇ 家族類型別では、単独世帯や一人親世帯で、年収が低い世帯の割合が高い。

◇ 家計主年齢階層別では、25歳未満、65歳以上の世帯で、年収が低い世帯の割合が高い。

◇ 住宅の所有関係別では、借家（公営、UR･公社）の世帯で、年収が低い世帯の割合が高い。

単独世帯 3,664,000世帯

一人親の世帯 428,100世帯

夫婦と子供から成る世帯 1,459,600世帯

夫婦のみの世帯 1,183,500世帯

総数 7,235,400世帯

給与住宅 226,200世帯

民営借家 2,868,500世帯

UR・公社の借家 202,700世帯

公営の借家 241,300世帯

持家 3,235,200世帯

総数 7,235,400世帯

65歳以上 2,139,200世帯

55～64歳 1,141,300世帯

45～54歳 1,214,000世帯

35～44歳 950,100世帯

25～34歳 948,500世帯

25歳未満 309,200世帯

総数 7,235,400世帯



２ 住宅ストックの状況（１）

２－１ 住宅ストック数と世帯数の推移

２－２ 建て方別住宅ストック構成比の推移

２－３ 建て方、構造、所有関係別の住宅ストック構成比

２－４ 所有関係別住宅ストック構成比の推移

２－５ 家計主年齢階層別持ち家率の推移

２－６ 住宅ストックの平均床面積の推移

２－７ 住宅の築後経過年数

２－８ 住宅の建築時期別ストック数

２－９ 滅失住宅の平均築後年数の推移

２－10 住宅の耐震化の状況

12



２ 住宅ストックの状況（２）

２－11 空き家数・空き家率の推移、空き家の種類別内訳

２－12 空き家数・空き家率の推移（全国との比較）

２－13 空き家の種類別内訳（全国との比較）

２－14 空き家の種類別の腐朽・破損の状況

２－15 空き家の種類別の腐朽・破損の状況

２－16 「空き家予備軍」の状況（高齢者世帯の住まいの状況）

２－17 分譲マンション新規着工戸数・着工累計戸数

２－18 着工から40年以上のマンション戸数の推移

２－19 マンション管理の現状（管理状況届出制度）

13



1958

（S33）

1963

（S38）

1968

（S43）

1973

（S48）

1978

（S53）

1983

（S58）

1988

（S63）

1993

（H5）

1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

住宅数（万戸） 182.4 251.4 313.9 379.6 423.9 452.8 481.8 530.0 567.0 618.6 678.1 735.9 767.2 820.1

世帯数（万世帯） 196.9 269.2 317.9 366.4 391.5 409.5 436.0 472.0 500.5 548.7 598.5 651.0 685.6 729.5

空き家率（％） 2.2 2.7 4.0 5.6 8.1 8.7 8.5 9.9 11.0 10.8 11.1 11.1 10.6 10.9

10.9 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

（万戸，万世帯） (％)
◇2023年（令和５年）において住宅ストック数（約820万戸）は、総世帯数（約730万世帯）に対し
1.12倍となっている。

• 住宅ストック数と世帯数の推移（東京都）

（資料）住宅・土地統計調査／総務省※世帯数は、住宅以外の建物に居住している世帯を含む

令和７年11月更新

図表A29

16

２－１ 住宅ストック数と世帯数の推移

◇ 住宅・土地統計調査によると、2023（R５）年において住宅ストック数（約820万戸）は、

総世帯数（約730万世帯）に対し 1.12倍となっている。

２ 住宅ストックの状況

14



148.4万戸, 34.5%

144.5万戸, 31.0%

149.8万戸, 30.3%

160.9万戸, 29.6%

168.7万戸, 28.4%

179.7万戸, 27.8%

182.1万戸, 26.8%

190.1万戸, 26.3%

2875.9万戸, 52.7%

3.1%

2.7%

2.3%

1.9%

1.6%

1.8%

1.7%

長屋建

12.9万戸、1.8%

2.3%

97.7万戸, 22.7%

90.9万戸, 19.5%

83.5万戸, 16.9%

73.2万戸, 13.5%

61.5万戸, 10.3%

62.4万戸, 9.6%

64.4万戸, 9.5%

共同住宅（木造）

57.8万戸、8.0%

6.1%

167.0万戸、38.8%

213.6万戸、45.8%

245.4万戸、49.7%

296.6万戸、54.6%

352.0万戸、59.3%

390.6万戸、60.3%

419.6万戸、61.7%

460.3万戸、63.6%

2042.8万戸、38.7%

0.9%

1.0%

0.9%

0.5%

0.4%

0.4%

0.4%

0.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1988（S63）

(430万戸)

1993（H5）

(466万戸)

1998（H10）

(494万戸)

2003（H15）

(543万戸)

2008（H20）

(594万戸)

2013（H25）

(647万戸)

2018（H30）

(681万戸)

2023（R5）

(724万戸)

（年）
一戸建 長屋建 共同住宅（木造） 共同住宅（非木造） 不詳

2023（R5）

（5,567万戸）

共同住宅（計）

518.0万戸、71.6％

一戸建 共同住宅（非木造）

◇東京都における共同住宅（非木造）の割合は増加しており、2023年（令和5年）では63.6％と
なっている。

• 建て方別住宅ストック構成比の推移（全国、都）

図表B12

令和7年11月更新
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２－２ 建て方別住宅ストック構成比の推移

◇ 東京都における共同住宅（非木造）の割合は増加しており、2023（R５）年では63.6％と

なっている。

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅・土地統計調査／総務省

東

京

都

全

国
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22.8％

1,644,700戸

65,500戸 0.9％

3.3％ 239,300戸

2.8％ 202,700戸

190,100戸 2.6％ 4.8％ 345,100戸

20.6％

1,485,800戸

6.0％

431,800戸

0.6％

45,７00戸

32.3％

2,329,900戸

◇東京都における住宅ストックは、共同住宅（非木造）の民営借家、戸建住宅の持ち家、
共同住宅（非木造）の持ち家の順に多い。

• 建て方、構造、所有関係別の住宅ストック構成比（東京都）

持ち家

民営借家

公営住宅

公社 ＵＲ

給与住宅ほか

共同住宅

（木造）

8.0％

共同住宅（非木造）

63.8％

図表B13

令和7年11月更新
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【メモ】要作業・確認
※どの数値を記載するか（共同住宅（木造）の給与住宅は、大きいから数値記載する？）

２－３ 建て方、構造、所有関係別の住宅ストック構成比

◇ 東京都における住宅ストックは、共同住宅（非木造）の民営借家、戸建住宅の持ち家、共同

住宅（非木造）の持ち家の順に多い。

２ 住宅ストックの状況

（備考）空き家、所有関係不詳等を除く戸数

（資料）住宅・土地統計調査／総務省

戸建住宅

26.4％
長屋住宅

1.8％

1.4％

98,900戸

16



◇東京都における持ち家率は、２００３年（平成１５年）以降、ほぼ横ばいで推移している。

• 所有関係別住宅ストック構成比の推移（全国、都）

図表A30

令和7年6月更新

41.4%、178.3万戸

39.6%、１84.5万戸

41.5%、205.1万戸

44.8%、243.3万戸

44.6%、265.1万戸

45.8%、296.2万戸

45.0%、306.3万戸

持ち家

44.4%、318.4万戸

60.5%、3,321万戸

4.6%

6.4%

4.9%

3.8%

3.4%

2.6%

2.4%

給与住宅

3.1%、22.5万戸

2.3%

5.3%

5.2%

5.1%

5.1%

4.6%

4.1%

3.6%

公営の借家

3.4%、24.1万戸

3.2%

4.3%

3.9%

4.0%

4.1%

3.8%

3.6%

3.0%

都市再生機構・公社の借家

2.8%、20.3万戸

1.3%

40.0%、172.3万戸

39.2%、182.5万戸

41.6%、205.4万戸

37.1%、201.5万戸

37.1%、220.6万戸

37.6%、243.2万戸

40.0%、272.4万戸

民営借家

40.0%、286.4万戸

28.5%、1,564万戸

4.4%

5.7%

3.0%

5.2%

6.4%

6.3%

5.9%

6.3%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1988（S63）

1993（H5）

1998（H10）

2003（H15）

2008（H20）

2013（H25）

2018（H30）

2023（R5）

2023（R5）

（年）
持ち家 給与住宅 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営借家 不詳

東

京

都

全

国

（430万戸）

（466万戸）

（494万戸）

（543万戸）

（594万戸）

（647万戸）

（681万戸）

（717万戸）

（5,489万戸）

借家 49.3％

353.3万戸

15

２－４ 所有関係別住宅ストック構成比の推移

◇ 東京都における持ち家率は、2003（H15）年以降、ほぼ横ばいで推移している。

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅・土地統計調査／総務省 17
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• 家計主年齢階層別持ち家率の推移（東京都）

◇この15年の間、後発世代ほど持ち家取得年齢が高い（遅い）傾向がみられる。

◇一方、高齢期では、どの世代も持ち家率はほとんど同じ。

（資料）住宅・土地統計調査／総務省

図表なし⇒B32

令和7年6月更新

36

２－５ 家計主年齢階層別持ち家率の推移

◇ 2008（H20）年から2023（R５）年の15年間で、25~64歳の持ち家率が低下傾向にあ

り、65歳以上の持ち家率はほぼ同率である。

２ 住宅ストックの状況

2.9%

7.3%

20.6%

35.8%

46.4%

54.7%

59.1%
60.7%

64.5% 66.9%

67.8%

70.8%

4.2%

8.5%

18.9%

34.5%

44.2%

51.3%

56.0% 58.9%
62.9%

65.2% 66.0% 70.0%

2.3%
4.6%

15.2%

29.3%

41.5%

50.0%

53.6%

57.4%

61.8% 65.2%

68.6%

70.5%

4.0%

4.5%

14.2%

28.8%

40.5%

47.8%

52.7%
57.1%

60.9%

67.0% 68.0%

71.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

25歳未満 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上

2008（H20） 2013（H25） 2018（H30） 2023（R5）

（資料）住宅・土地統計調査／総務省 18



27.5 

37.7 
46.4 

16.1 

25.4 
27.4 

33.9 
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29.3 
26.3 
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32.3 
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（S63）
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（H10）
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（H15）
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（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

2023

（R5）

（㎡）

（年）

持ち家 借家

持ち家（一戸建） 民営借家

持ち家（共同住宅） 公営・都市再生機構・公社の借家

93.2 
90.5 

118.3 

35.1 
39.8 

45.4 

107.4 109.0 

128.9 

31.6 

38.1 

44.2 

68.5 69.2 
72.8 

42.6 
47.6 

51.1 
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140
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（S63）

1993

（H5)

1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

2023

（R5）

（㎡）

（年）

持ち家 借家

持ち家（一戸建） 民営借家

持ち家（共同住宅） 公営・都市再生機構・公社の借家

全国東京都

所有関係別及び建て方別住宅ストックの
一人当たり平均床面積の推移（全国、都）

◇東京都における１住宅当たりの平均床面積を所有関係別に見ると、持ち家（90.5㎡）と借家
（39.8㎡）では大きな差がある。また、持ち家の建て方別に見ると、一戸建（109.0㎡）と共同住宅
（69.2㎡）では大きな差がある。

◇東京における一人当たり床面積は年々増加している。借家の一人当たり床面積（25.4㎡）は、
持ち家（37.7㎡）に比べ12.3㎡小さい。

所有関係別及び建て方別住宅ストックの
平均床面積の推移（全国、都）

• 住宅ストックの平均床面積の推移（全国、都）

東京都 全国

図表
B15,B14

令和7年11月更新
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２－６ 住宅ストックの平均床面積の推移

◇ 東京都における一住宅当たりの平均床面積を所有関係別に見ると、持ち家（90.5㎡）と借

家（39.8㎡）では大きな差がある。また、持ち家の建て方別に見ると、一戸建（109.0㎡）

と共同住宅（69.2㎡）では大きな差がある。

◇ 東京都における一人当たり平均床面積は年々増加している。

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅・土地統計調査／総務省 19



28.3% 

30.6% 

26.2% 

27.9% 

28.5% 

32.0% 

42.4% 

81.6%

71.7% 

69.4% 

73.8% 

72.1% 

71.5% 

68.0% 

57.6% 

18.4%

0 50 100 150

2021年～2023年９月

（築3年以内）

2011年～2020年

（築4～13年以内）

2001年～2010年

（築14年～23年）

1991年～2000年

（築24年～33年）

1981年～1990年

(築34年～43年)

1971年～1980年

(築44年～53年)

1951年～1970年

(築54年～73年)

1950年以前

(築74年以上)

（万戸）

木造 非木造

0.5%

4.2%

11.0% 15.1% 17.3% 19.5% 19.4%

4.5%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1950年以前

(築74年以上)

1951年～1970年

(築54年～73年)

1971年～1980年

(築44年～53年)

1981年～1990年

(築34年～43年)

1991年～2000年

（築24年～33年）

2001年～2010年

（築14年～23年）

2011年～2020年

（築4～13年以内）

2021年～2023年9月

（築3年以内）

不詳

◇東京都における築39年以上を経過した住宅ストック（1980年（昭和55年）以前に建築された住
宅）は全体の約16％である。

住宅の建築の時期・構造別ストック構成比（東京都）住宅の築後経過年数別ストック構成比（東京都）
• 住宅の築後経過年数（東京都）

※築年数は令和5年調査時点、不詳は除く

図表
B16,B17

令和7年6月更新
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【メモ】要作業・確認
1950年以前建築の構成比が
合計100.2％になってる

２－７ 住宅の築後経過年数

◇ 東京都における築44年以上を経過した住宅ストック（新耐震基準導入以前（1980（S55）

年以前）に建築された住宅）は全体の約16％である。

２ 住宅ストックの状況

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

※築年数は令和5年調査時点
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17万戸

3.7%

2万戸

3.5%

13万戸

7.8%

34万戸

4.7%

386万戸

6.9%

51万戸

11.1%

5万戸

8.6%

20万戸

12.0%

80万戸

11.0%

719万戸

12.9%

73万戸

15.9%

10万戸

17.2%

20万戸

12.0%

109万戸

15.1%

892万戸

16.0%

85万戸

18.5%

9万戸

15.5%

25万戸

15.1%

125万戸

17.3%

1,047万戸

18.8%

100万戸

21.7%

7万戸

12.1%

29万戸

17.5%

142万戸

19.6%

986万戸

17.7%

92万戸

20.0%

10万戸

17.2%

32万戸

19.3%

140万戸

19.3%

961万戸

17.3%

22万戸

4.8%

2万戸

3.5%

7万戸

4.3%

32万戸

4.4%

214万戸

3.9%

20万戸

4.3%

13万戸

22.4%

20万戸

12.0%

62万戸

8.6%

362万戸

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非木造・共同住宅

（東京都）

460万戸

木造・共同住宅

（東京都）

58万戸

木造・一戸建て

（東京都）

166万戸

全住宅

（東京都）

724万戸

全住宅

（全国）

5,567万戸

1970（S45）以前 1971（S46）～1980（S55） 1981（S56）～1990（H2） 1991（H3）～2000（H12）

2001（H13）～2010（H22） 2011（H23）～2020（R2） 2021（R3）～ 不詳

• 住宅の建築時期別ストック数（全国、都）

◇全国の全住宅ストックの約20％、都の全住宅ストックの約16％が新耐震基準導入以前（1980
年（昭和55年）以前）に建築されている。

◇都の木造戸建住宅の約20％が新耐震基準導入以前に建築されている。

図表B18

令和7年11月更新
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

２－８ 住宅の建築時期別ストック数

◇ 全国の全住宅ストックの約20％、東京都の全住宅ストックの約16％が新耐震基準導入以前

に建築されている。

◇ 都の木造戸建住宅の約20％が新耐震基準導入以前に建築されている。

２ 住宅ストックの状況
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• 滅失住宅の平均築後年数の推移（全国、都）

◇東京都における滅失住宅の平均築後年数の推移をみると、1998年(平成10年)以降は30
年程度で推移しており、全国平均と比べて短くなっている。

滅失住宅の平均築後年数の推移（全国、都）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 に基づき、国土交通省と同様の計算方法により東京都住宅政策本部が作成

図表A35

令和7年6月更新
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２－９ 滅失住宅の平均築後年数の推移

◇ 東京都における滅失住宅の平均築後年数の推移をみると、1998（H10）年以降は30年程

度で推移しており、全国平均と比べて短くなっている。

２ 住宅ストックの状況

（年）

22

21

24

29
30

28
29

36

27 27

32

38
36

0

10

20

30

40

1988

（S63）

1993

（H5）

1998

（H10）

2003

（H15）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

2008

（H20）

2013

（H25）

2018

（H30）

2023

（R5）

東京都 全国（年）



4,982,900戸

（81.2％）

5,556,900 戸

（83.8％）

6,349,700戸

（92.0％）

1,157,000戸

1,075,500戸

555,700戸

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

2010

（H22）

2014

（H26）

2019

（R元）

耐震性不十分 耐震性あり

全住宅数

6,905,400戸
全住宅数

6,632,400戸

（戸数）

全住宅数

6,139,900戸

• 住宅の耐震化の状況（東京都）

◇2019年度（令和元年度）末における、耐震性がある住宅の割合は、約92％である。

耐震化の目標達成に必要な住宅の数（東京都）

（資料）東京都耐震改修促進計画（令和５年）/東京都都市整備局

（注）数字は各年度末時点のもの

（年）

図表A85

令和7年6月更新
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２－10 住宅の耐震化の状況

◇ 2019（R元）年度末における、耐震性がある住宅の割合は、約92％である。

２ 住宅ストックの状況

（注）数字は各年度末時点のもの

（資料）東京都耐震改修促進計画（令和５年）／東京都都市整備局
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2023（R５）年

空き家総数

896,500戸

（東京都）

二次的住宅

9,600戸

1.1%
売却用の空き家

43,800戸

4.9%

一戸建(木造)

68,300戸

7.6% 一戸建(非木造）

6,200戸

0.7% 長屋建

3,700戸

0.4%

共同住宅(木造)

21,800戸

2.4%

共同住宅(非木造)
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その他

1,500戸
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賃貸・売却用及び

二次的住宅を

除く空き家

214,200戸

23.9%

賃貸用の空き家

629,000戸

70.1%

その他の住宅 建て方・構造別内訳

◇空き家の総数はこの35年で2.2倍（41.1万戸→89.7万戸）に増加

◇空き家の種類別の内訳では、「賃貸又は売却用の住宅」が35年で2.4倍に増加

◇「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」のうち、「共同住宅（非木造）」が一番多く、次い
で「一戸建（木造）」が多い。

空き家の種類別の空き家数の推移

• 空き家数・空き家率の推移、空き家数の内訳（東京都）

空き家の種類別内訳

図表
B20,B21

令和７年11月更新

22

【メモ】要作業・確認
※黄色塗りつぶし部分の修正
※賃貸用の空き家率は調整して70.1％では？
※あと「戸」が消えてる

２－11 空き家数・空き家率の推移、空き家の種類別内訳

◇ 空き家の総数はこの35年で2.2倍（41.1万戸→89.7万戸）に増加

◇ 空き家の種類別の内訳では、「賃貸又は売却用の住宅」が35年で2.4倍に増加

◇ 「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」のうち、「共同住宅（非木造）」が一番多く、次

いで「一戸建（木造）」が多い。

２ 住宅ストックの状況

その他の住宅 建て方・構造別内訳

（注）令和5年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更 （資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 24
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◇全国と比較して、都の空き家総数は平成30年に減少したが、令和5年に増加しており、経年的
に見ると全国と同じく増加傾向にある。空き家率は国が増加傾向で推移しているのに対し、都は
平成10年以降概ね横ばいで推移している。

• 空き家数・空き家率の推移（全国、都）

図表B20

令和７年11月更新
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【メモ】要作業・確認
※全国空き家率誤り

２－12 空き家数・空き家率の推移（全国との比較）

◇ 都の空き家総数は2018（H30）年に減少したが、2023（R５）年に増加しており、経年的

に見ると全国と同じく増加傾向にある。

◇ 都の空き家率は1998（H10）年以降概ね横ばいで推移している一方、全国の空き家率は

増加を続けている。

２ 住宅ストックの状況

【メモ】要作業・確認
※全国との比較が必要？（全国の空き家率に言及必要？）

東京都 全国

（注）令和5年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更
（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 25



◇都は全国と比較して、賃貸用の住宅の割合が高く、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き
家の割合が低い。また、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家のうち、都は一戸建（木造）
の割合が低く、共同住宅（非木造）の割合が高い。

• 空き家数の内訳（全国、都）

図表B21 令和７年11月更新

空き家の種類別内訳（全国）

東京都

2023（R５）年

空き家総数

9,001,600戸

（全国）

二次的住宅

383,500戸

4.3%

賃貸用の空き家

4,435,800戸

49.3%

売却用の空き家

326,200戸

3.6%

一戸建(木造)

2,685,900戸

29.8%
一戸建(非木造）

165,100戸

1.8%

長屋建

136,500戸

1.5%

共同住宅(木造)

137,300戸

1.5%

共同住宅(非木造)

710,300戸

7.9%
その他

20,800戸

0.3%

賃貸・売却用及び

二次的住宅を

除く空き家

3,856,000戸

42.8%

全国
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２－13 空き家の種類別内訳（全国との比較）

◇ 都は全国と比較して、賃貸用の住宅の割合が高く、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き

家の割合が低い。また、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家のうち、都は一戸建（木

造）の割合が低く、共同住宅（非木造）の割合が高い。

２ 住宅ストックの状況

（注）令和5年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更 （資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

2023（R５）年

空き家総数

896,500戸

（東京都）

二次的住宅

9,600戸

1.1%
売却用の空き家

43,800戸

4.9%
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68,300戸

7.6% 一戸建(非木造）
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0.7% 長屋建

3,700戸

0.4%

共同住宅(木造)

21,800戸

2.4%

共同住宅(非木造)

112,700戸

12.6%

その他

1,500戸

0.2%

賃貸・売却用及び

二次的住宅を

除く空き家

214,200戸

23.9%

賃貸用の空き家

629,000戸

70.1%
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• 空き家の種類別の腐朽・破損の状況（全国、都）

全国東京都

図表B22

令和７年11月更新

（注）令和5年から「その他の住宅」は、「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」に、

「賃貸用の住宅」は「賃貸用の空き家」、「売却用の住宅」は「売却用の空き家」に名称を変更
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◇ 東京都の空き家において、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家の腐朽・破損ありの割

合が相対的に高い（約17.5％）が、全国の割合（約23.2％）と比較すると低い。

◇ 東京都の賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家では、一戸建（木造）、長屋建、共同

住宅（木造）で有の割合が概ね25%と高い。これらは、全国で同様の傾向がみられる。

２ 住宅ストックの状況

賃貸・売却用及び

二次的住宅を除く空き家

賃貸・売却用及び

二次的住宅を除く空き家

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省

◇東京都の腐朽・破損の有無については、賃貸用の空き家や売却用の空き家は有の割合が約
10%と相対的に低く、賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家が約20%と高い。

◇東京都の賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家では、一戸建（木造）、長屋建、共同住宅
（木造）で有の割合が概ね25%と高い。これらは、全国で同様の傾向がみられる。

２－14 空き家の種類別の腐朽・破損の状況
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空き家

腐朽・破損なし

・壁や柱など主要部分が腐朽した

空き家

・売却用の空き家

・賃貸マンションの空室 など

・物置となっている空き家

・相続問題が未解決な空き家

・古く不便な立地の空き家 など

＜市場流通用の空き家＞ ＜長期不在等の空き家＞ ＜壊れた空き家＞

約90万戸

約79万戸

約61万戸 約18万戸 約11万戸

 都内の空き家は約90万戸

 そのうち、市場流通用の空き家は約61万戸、長期不在等の空き家は約18万戸

都内の空き家の類型ごとの状況

追加

２－15 空き家の類型ごとの状況

◇ 都内の空き家は約90万戸

◇ そのうち、市場流通用の空き家は約61万戸、長期不在等の空き家は約18万戸

２ 住宅ストックの状況

空き家実施方針（数値はH30住調）

（資料）戸数は令和５年住宅・土地統計調査／総務省 による

【メモ】要作業・確認
※類型ごとの定義（住調ベース）

※「腐朽・破損なし」の空き家

のうち、「賃貸用の空き家」及

び「売却用の空き家」

※「腐朽・破損なし」の空き家

のうち、「賃貸・売却用及び

二次的住宅を除く空き家」
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「空き家予備軍」の状況

住宅に居住している世帯数 724万（7235400）世帯（100%）

65歳以上の世帯員のいる世帯
234万(2335300)世帯（32.8%）

その他の世帯
457万世帯（67.2%）

単身
81万世帯
（11.9%）

夫婦のみ
57万世帯
（8.4%）

その他
85万世帯
（12.5%）

単身
240万世帯
（35.2%）

夫婦のみ
54万世帯
（8.0%）

その他
163万世帯
（24.0%）

54万
(544500)
世帯

万
(443900)
世帯

64万
(638200)
世帯

152万世帯

232万世帯

23万世帯

６万世帯
11万世帯

５万世帯
10万世帯

３万世帯 ８万世帯

９万世帯
３万世帯

55万世帯４万世帯 ４万世帯

持ち家

民営
借家

公社UR

公営住宅

給与住宅ほか

「令和５年住宅・土地統計調査」／総務省を基に作成

高齢者世帯の住まいの状況（持ち家・借家）

住宅に居住している世帯数 724万世帯（100%）

65歳以上の世帯員のいる世帯
234万世帯（32.3%）

その他の世帯
490万世帯（67.7%）

単身
94万世帯
（13.0%）

夫婦のみ
57万世帯
（8.0%）

その他
83万世帯
（11.3%）

単身
273万世帯
（37.8%）

夫婦のみ
61万世帯
（8.4%）

その他
157万世帯
（21.7%）

54万
世帯 44万

世帯
64万
世帯

161万世帯

246万世帯

24万世帯

６万世帯
11万世帯

６万世帯
9万世帯

３万世帯 7万世帯

９万世帯
３万世帯

67万世帯４万世帯 ４万世帯

持ち家

民営
借家

公社UR

公営住宅

給与住宅ほか

追加

◇65歳以上の世帯員のいる世帯の住まいの状況は、持ち家は約７割、借家は約３割

◇このうち、65歳以上の世帯員がいる単身又は夫婦のみ世帯の持ち家（約100万戸）は、将来
空き家になるおそれがある「空き家予備軍」

• 空き家予備軍の状況

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

２－16 「空き家予備軍」の状況（高齢者世帯の住まいの状況）

◇ 65歳以上の世帯員のいる世帯の住まいの状況は、持ち家は約７割、借家は約３割

◇ このうち、65歳以上の世帯員がいる単身又は夫婦のみ世帯の持ち家（約100万戸）は、将

来空き家になるおそれがある「空き家予備軍」

２ 住宅ストックの状況

【メモ】要作業・確認
※P11の再掲である旨
※空き家予備軍と呼んでいること
※９と数値が異なる

空き家予備軍の状況（本ページ）は、居住安定確保プランの数値の拾い方と合わせ
ている

P９：世帯数は総世帯数、65歳以上の世帯員のいる世帯は、家計を主に支えている
か否かは問わず、世帯員に高齢者が含まれるか否か＋区部・多摩の分け
※前回の審議会、令和２年度の途中までは

本ページ：世帯数は主世帯数（２世帯以上同居の場合主な世帯のみ）、65歳以上の
世帯員のいる世帯について、夫婦のみ世帯は、家計を主に支えているのが65歳以上
である世帯を拾っている
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65歳以上の世帯員のいる世帯

234万世帯（32.3%）

その他の世帯

490万世帯（67.7%）

単身
94万世帯
（13.0%）

夫婦のみ
57万世帯
（8.0%）

その他
83万世帯
（11.3%）

単身
273万世帯
（37.7%）

夫婦のみ
61万世帯
（8.4%）

その他
156万世帯
（21.6%）

54万世帯

24万世帯

9万世帯

6万

世帯
6万世帯

44万

世帯 64万世帯

161万世帯

246万世帯

9万世帯

7万世帯

67万世帯

11万世帯
3万世帯

3万世帯
4万世帯

4万世帯

持ち家

民営借家 公社UR

公営住宅
給与住宅ほか

住宅に居住している世帯数 724万世帯（100%）

「空き家予備軍」

約100万戸



2.7万戸

50万戸超

50.9万戸

100万戸超

103.6万戸

150万戸超

151.6万戸

200万戸超

202.5 万戸

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

1971

（S46）

1976

（S51）

1981

（S56）

1986

（S61）

1991

（H3）

1996

（H8）

2001

（H13）

2006

（H18）

2011

（H23）

2016

（H28）

2021

（R3）

東京都内マンション新規着工戸数 東京都内マンション着工累積戸数

新規着工戸数（万戸） 着工累積戸数（万戸）

（年）

• 分譲マンションストックの状況（東京都）

◇都内の分譲マンションストックは2024年(令和6年)で約202.6万戸である。

◇築年数を経過したマンションが年々増加し、築40年以上のマンションは2023年（令和５年）に
比べ、2043年（令和25年）には2.75倍 に達する見込み。

分譲マンション新規着工戸数・着工累積戸数（東京都）

（資料）住宅・土地統計調査／総務省、住宅着工統計／東京都住宅政策本部 を基に作成

（備考）1970（S45）年以前のストック集計は「平成10年住宅・土地統計調査」による。以降は、「住宅着工統計」による着工戸数を加算

令和７年６月更新

図表
B19,A80

21

【メモ】要作業・確認
※マンション課の認識数値と齟齬有

２－17 分譲マンション新規着工戸数・着工累計戸数

◇ 2024（R６）年の都内分譲マンションの新規着工戸数は約2.7万戸であり、着工累積戸数

は約202.5万戸である。

２ 住宅ストックの状況
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12.6
24.6

42.8
55.1

65.0

86.9

30.2

30.5

22.2

31.8

52.7

59.2

0

20

40

60

80

100

120

140

160

2023

（R5）

2028

（R10）

2033

（R15）

2038

（R20）

2043

（R25）

2048

（R30）
（年）

50年以上 40年以上50年未満

（万戸）

（

55.1万戸
65.0万戸

86.9万戸

117.7万戸

146.1万戸

42.8万戸

• 着工から40年以上のマンション戸数の推移（東京都）

◇都内の分譲マンションストックは2024年(令和6年)で約202.6万戸である。

◇築年数を経過したマンションが年々増加し、築40年以上のマンションは2023年（令和５年）に
比べ、2043年（令和25年）には2.75倍 に達する見込み。

（資料）住宅・土地統計調査/総務省、

住宅着工統計/国土交通省

24.6万戸

42.8万戸

55.1万戸

65.0万戸

86.9万戸

117.7万戸

（資料）「住宅・土地統計調査」／総務省、「住宅着工統計」／東京都住宅政策本部
（注）築50年以上のマンション（2003（平成15）年及び2008（平成20）年)については、
不明のため０推計とした。

5.4万戸

12.6 万戸

21.8 万戸

42.8 万戸
55.2 万戸

65.0 万戸

86.9 万戸

117.7万戸

146.1万戸

令和７年６月更新

図表
B19,A80

21

築４０年以上の分譲マンション
戸数の見込み（東京都）

【メモ】要作業・確認
※端数調整（住マス・マンション計画とそろえる）
※出典の総務省は消し忘れ
※以下の注意書き内容確認

２－18 着工から40年以上のマンション戸数の推移

◇ 築40年以上経過したマンションの戸数は、建替えが進まなければ、 2048（R30）年には

2023（R５）年の約3.41倍 に達する見込み

２ 住宅ストックの状況

（資料）住宅着工統計／東京都住宅政策本部 を基に作成

（注）新設住宅着工戸からの推計

（資料）住宅・土地統計調査／総務省、住宅着工統計／東京都住宅政策本部 を基に作成

（備考）1970（S45）年以前のストック集計は「平成10年住宅・土地統計調査」による。以降は、「住宅着工統計」による着工戸数を加算

【メモ】要作業・確認
何年まで掲載するか
（前回はR25までなのでR30？2048年（令和30年）にするなら、箱の中は3.41倍に修正）
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マンション管理の現状

追加

主な届出項目

届出数 10,820件（届出率：約95％）

無し

82.6%

有り

17.4%

【管理不全の兆候の有無】

管理組合の有無 なし：5.1％

管理規約の有無 なし：5.0％

修繕積立金の有無 なし：5.6％

修繕の計画的な実施の有無 なし：11.1％

※ 1983（S58）年以前に建築された６戸以上のマンションの管理状況届出を義務化

要届出７項目のうち、１つでも無しの場合、管理不全の兆候あり

◇都は、マンション管理条例に基づき、管理組合がマンションの管理状況を届け出る「管理状況
届出制度※」を令和２（2020）年４月１日から開始

◇令和７年３月末時点では、要届出マンションの約95％から届出がなされており、このうち約
17.4％において管理不全の兆候が見られた

• マンション管理の現状

２－19 マンション管理の現状（管理状況届出制度）

◇ 都は、マンション管理条例に基づき、管理組合がマンションの管理状況を届け出る「管理状況届

出制度※」を2020（R２）年４月１日から開始

◇ 2025（R７）年３月末時点では、要届出マンションの約95％から届出がなされており、このう

ち約17.4％において管理不全の兆候が見られた

２ 住宅ストックの状況

●届出数 10,820件（届出率：約95％）

主な届出項目
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３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

３－１ 住宅の所有関係別住宅数・割合

３－２ 公的住宅の管理戸数及び高齢化の状況

３－３ 都営住宅の管理戸数分布

３－４ 都営住宅居住者の高齢化推移

３－５ 都営住宅の過去の応募倍率と応募状況

３－６ 都営住宅等の建設年度別ストックの状況

３－７ 公社一般賃貸住宅の建設年度別ストックの状況

３－８ 公的住宅の耐震化の状況

３－９ 高齢者の世帯の状況（居住形態、要介護、要支援認定率）

３－10 高齢者の住まいの状況（１住宅あたりの延床面積）

３－11 高齢者の住替え意向

３－12 住宅確保要配慮者の入居に対する状況

３－13 高齢者の入居に対する状況

３－14 セーフティネット住宅の区市町村別戸数分布

３－15 サービス付き高齢者向け住宅等の区市町村別戸数分布
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持家(戸建）

164.5万戸

22.7%

持家(共同住宅等）

159.1万戸

22.0%

民営借家

286.9万戸

39.6%

給与住宅

22.6万戸

3.1%

UR・公社の借家

20.3万戸

2.8%

公営の借家

24.1万戸

3.3%

不詳

46.1万戸

6.4%

住宅の所有関係別住宅数・割合（東京都）

（資料）令和５年住宅・土地統計調査（総務省）

全

住

宅

持 家

賃貸住宅

民営借家

給与住宅

ＵＲ・公社

の借家

公営の

借家

戸建て

共同住宅

主に低所得者向け

所有が公的主体

以外が87.5%

図表なし
住調11-1表

令和7年6月更新◇ 東京の住宅は、持家及び民間賃貸住宅の合計は、約９割を占めている。

３－１ 住宅の所有関係別住宅数・割合

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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（資料）・都営住宅 － 東京都住宅政策本部

・公社住宅 －東京都住宅供給公社

・都市機構賃貸住宅 － 都市再生機構

（備考）・名義人とは世帯の代表者で、同居者は含まれない。

・都営住宅 －改良住宅等を除く。

名義人・世帯主の

年齢区分

都営住宅

（名義人）

2025（R７）年３月末現在

公社一般賃貸住宅

（名義人）

2025（R７）年３月末現在

都市機構賃貸住宅

（全国・世帯主）

2020（R２）年

～ 64歳 31.6％ 52.5％ 51.5％

65歳 ～ 68.4％ 47.5％ 48.5％

都営住宅等

都民住宅 区市町村住宅 高優賃
公社一般

賃貸住宅

都市機構

賃貸住宅
【計】

都施行 その他 公営 その他 都施行 区市施行

総数 247,838 3,874 118 22,178  6,423 50 1,050 70,961 159,626 512,514 

○ 公的住宅における名義人等の年齢区分別世帯の割合

○ 公的住宅の管理戸数 （2025（R7）年３月末現在） （戸）

（資料）東京都住宅政策本部

（備考） ・都営住宅等には、改良住宅、再開発住宅、コミュニティ住宅、更新住宅、従前居住者用住宅を含む。

・区市町村住宅の公営は公営住宅、借上公営住宅の戸数で、その他は特定公共賃貸住宅、特定優良賃貸住宅、改良住宅、区市町村単独住宅等の戸数。

・一部の区の都市機構賃貸住宅には、区施行の高優賃が含まれるため、区分ごとの合計が計と一致しない。

令和7年９月更新

【メモ】要作業・確認
※公的住宅の定義
※公的賃貸住宅の定義を追記する

３－２ 公的住宅の管理戸数及び高齢化の状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 都内には、約51万戸の公的住宅ストックがある。

◇ 都営住宅の居住者の名義人が65歳以上である世帯の割合は、約７割である。

※ 公的住宅とは、都営住宅等、都民住宅、区市町村住宅、高優賃、公社一般賃貸住宅、都市機構賃貸住宅のこと
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（資料）・都営住宅 － 東京都住宅政策本部

・公社住宅 － 東京都住宅供給公社

・都市機構賃貸住宅 － 都市再生機構

（備考）・名義人とは世帯の代表者で、同居者は含まれない。

・都営住宅 －改良住宅等を除く。

（資料）都営住宅 － 東京都住宅政策本部、公社住宅 － 東京都住宅供給公社、都市機構賃貸住宅 － 都市再生機構

（備考）・名義人とは世帯の代表者で、同居者は含まれない。

・都営住宅 －改良住宅等を除く。



 管理戸数は約25万戸であり、約39万人が居住する、住宅セーフティネットの中核

都営住宅等の管理戸数

※改良住宅、福祉住宅等を含む

※令和７年3月31日時点

追加

奥多摩

青梅

日の出

檜原
あきる野

羽村

八王子

練馬区

板橋区

江戸川区

北区

荒川区

足立区

文京区

渋谷区

中野区
新宿区

千代田区

中央区
江東区

港区

品川区

大田区

目黒区

豊島区

台東区

墨田区

世田谷区

杉並区

葛飾区

清瀬

調布

狛江

府中

小金井 武蔵野

東久留米

西東京

東村山

小平

国分寺

国立

多摩

町田

立川

東大和

武蔵村山

昭島

福生

瑞穂

5,000

20,000
10,000

30,000

【凡例】

日野

三鷹

稲城

区部：約15万8千戸

足 立 区 ： 約２万８千戸
江  東  区 ： 約１万８千戸
北 区 ： 約１万３千戸
江戸川区  ： 約１万３千戸

市町村部：約９万戸

八王子市 ： 約１万１千戸
町 田 市 ： 約８千戸
東村山市 ： 約５千７百戸
西東京市 ： 約５千５百戸

◇ 都営住宅の管理戸数は、約25万戸。

３－３ 都営住宅の管理戸数分布

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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 都営住宅の居住者の名義人が65歳以上である世帯の割合は、68.4％

都営住宅における居住者の高齢化

58.4
59.6

61.2

62.7

64.3
65.6

66.6
67.4

68
68.7 69.2 69.1 69.1 68.7 68.4

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

【名義人が65歳以上の世帯数の割合（％）】

追加

３－４ 都営住宅居住者の高齢化推移

◇ 都営住宅の居住者の名義人が65歳以上である世帯の割合は、68.4％

３－４ 都営住宅居住者の高齢化推移

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

37（資料）東京都住宅政策本部

（H22） （H26） （R元） （R５）
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46.2
48.6
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48.6
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2014

（H26）
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（R元）
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単身者向 世帯向

【令和６年度の応募状況】

◎世帯向募集 ◎期限付き入居募集（若年夫婦・子育て世帯向）

【応募状況の推移】 〈期限付き入居募集〉〈一般募集（期限なし）〉

（注）応募割れ戸数：５戸募集して応募が４件あった場合、５戸と計算 （資料）東京都住宅政策本部

（注）若年ファミリー向は、2018年度から若年夫婦・子育て世帯向に改称

多子世帯向は若年夫婦・子育て世帯向に統合

募集戸数
応募割れ
戸数

応募割れ
戸数割合

区部

多摩部

合計

倍
率

年度

募集戸数
応募割れ

戸数

応募割れ

戸数割合

区部 250 42 16.8%

多摩部 150 79 52.7%

合計 400 121 30.3%

募集戸数
応募割れ

戸数

応募割れ

戸数割合

区部 4,760 731 15.4%

多摩部 2,628 896 34.1%

合計 7,388 1,627 22.0%

Ｒ２→R6データ差替済

Ｒ２→R6データ差替済

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2009

（H21）

2014

（H26）

2019

（R元）

2024

（R6）

募集戸数 応募者数 倍率

◇ 全体の応募倍率が１倍を超えていても、立地条件等により応募割れする住戸もある。

◇ 期限付き入居の募集では区部で17％、多摩部で53％の住戸で応募割れ。

【メモ】要作業・確認
※ポツの記載を確認

３－５ 都営住宅の過去の応募倍率と応募状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

昭和25年 30 35 40 45 50 55 60 平成２年 7 12 17 22 27 令和２年

（戸）

（年度）

昭和49年度まで 約７万戸

図表A48

（資料）東京都住宅政策本部（2025（R7）年３月31日現在）

（備考）2013（H25）年度までは建設年度別の管理戸数、2014（H26）年度以降は建設戸数

◇ 都営住宅等ストック約25万戸のうち約７万戸は、昭和40年代以前に建設されており、順次、

改修、建替えを進めている。

３－６ 都営住宅等の建設年度別ストックの状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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1950         1955        1960         1965         1970         1975         1980        1985         1990         1995      2000         2005         2010        2015         2020

（S25） （S30） （S35） （S40） （S45） （S50） （S55） （S60） （H2） （H7） （H12） （H17） （H22） （H27） （R2）



昭和49年度まで 約4.1万戸

公社一般賃貸住宅の建設年度別ストック

昭和49年度まで 約4.2万戸

令和５年６月更新

図表A49

◇ 公社一般賃貸住宅のストック約7.1万戸のうち約4.0万戸は、昭和40年代以前に建設されて

おり、順次、改修、建替えを進めている。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

～1950

（S25）

1956

（S31）

1962

（S37）

1968

（S43）

1974

（S49）

1980

（S55）
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（S61）

1992

（H4）

1998

（H10）

2004

（H16）

2010

（H22）

2016

（H28）

2022

（R4）

（戸）

（年度）

昭和49年度まで 約4.0万戸

【メモ】要作業・確認
※H25／H26の分けが適切か。都住はそのとおりの数値になっているのか。
（今、上のグラフは管理戸数のみになってるので、備考のとおりにするな
ら要修正）⇒管理戸数にする

（資料）東京都住宅供給公社（2025（R7）年３月末時点）

３－７ 公社一般賃貸住宅の建設年度別ストックの状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

40



年度
2020年度末

（令和２）

2021年度末

（令和３）

2022年度末

（令和４）

2023年度末

（令和５）

2024年度末

（令和６）

耐震化率 96.6% 97.5% 98.0% 98.5% 99.1%

○都営住宅の耐震化の状況

○公社住宅は、2020（R2）年度に耐震化率100％を達成

（資料）東京都住宅政策本部

○都市機構賃貸住宅の耐震化率は、全国で約96％（令和７年３月末時点）

※2020（R2）年12月に都営住宅耐震化整備プログラムを改定し、2025（R7）年度末までに100％とすることを目標としている。

図表
B51,B52

令和7年8月更新(B51)

図表の耐震化率確認済（佐藤）

◇ 都営住宅の耐震化は、計画的に進められている。

３－８ 公的住宅の耐震化の状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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高齢者の世帯の状況

○ 地域別の特徴をみると、東京、特に区部においては、単独で暮らす高齢者が多いことが特徴的である。

○ 高齢者の約8割は要介護（要支援）認定を受けていない元気で自立した高齢者であり、このような自立高齢者に対する

住まいの選択肢の充実を図ることも必要である。

○ サービス付き高齢者向け住宅の約96％は有料老人ホームにも該当すると推定される。

（出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）（2025年７月）」）

３－９ 高齢者の世帯の状況（居住形態、要介護、要支援認定率）

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 地域別の特徴をみると、東京、特に区部においては、単独で暮らす高齢者が多いことが特徴

◇ 高齢者の約8割は要介護（要支援）認定を受けていない元気で自立した高齢者である。

42

高齢者の居住形態 地域別・年齢別家族類型の内訳 東京都の要介護・要支援認定率
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夫婦のみの世帯 単独世帯 その他

67.1%

95.3%

78.7%

32.9%

4.7%

21.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後期高齢者

前期高齢者

高齢者全体

自立高齢者 要介護・要支援認定者

（資料）「介護保険事業状況報告（月報）（2025年７月）」／厚生労働省（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成



高齢者の住まいの状況

（出典：「東京都の高齢者の住まいのあり方に関する調査検討委託」（2025年2月）※総務省「令和５年住

宅・土地統計調査」から作成）

◇ 持ち家については、65歳以上の夫婦のみ世帯の約７割、単独世帯でも約５割の世帯が

70㎡以上の住宅に居住

◇ 賃貸住宅の1住宅あたりの延床面積は、全体的に見て持ち家に比べて狭いが、65歳以上

の夫婦のみ世帯の約５割、単独世帯でも約２割の世帯が50㎡以上の住宅に居住

３－10 高齢者の住まいの状況（１住宅当たりの延床面積）

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 持ち家については、65歳以上の夫婦のみ世帯の約７割、単独世帯でも約５割の世帯が70㎡

以上の住宅に居住

◇ 賃貸住宅の1住宅当たりの延床面積は、全体的に見て持ち家に比べて狭いが、65歳以上の夫

婦のみ世帯の約５割、単独世帯でも約２割の世帯が50㎡以上の住宅に居住
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持ち家の１住宅当たり延床面積 賃貸住宅の１住宅当たり延床面積
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（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成
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持ち家 賃貸住宅

高齢者の住替え意向

高齢者の住み替えの時期

過去５年間の住み替え実績

住替え先の所有形態

（出典：「東京都の高齢者の住まいのあり方に関する調査検討委託」（2025年2月））※安心居住推進課調査委託）

◇ 元気なうちに住替えをしたいと考える高齢者は７割以上いるが、実際に住替えを行った高齢者

は1割以下

◇ 全国的にみると、55歳～64歳の世帯も65歳以上の世帯も、近年賃貸住宅に住み替えた割

合が増加している。

３－11 高齢者の住替え意向

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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高齢者の住替えの時期 住替え先の所有形態

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

元気なうちに, 

73.8%

介護が必要になってから,

 26.2%

過去５年間の住替え実績

（出典：「東京都の高齢者の住まいのあり方に関する調査検討委託」（2025年2月））

※総務省「令和５年住宅・土地統計調査」から作成）

（資料）平成30年住生活総合調査／総務省 を基に作成 （資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成
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65歳以上の単身世帯

住み替えた リフォームを行った

（資料）「高齢消費者の住まいに関する意識調査結果」（2022年8月調査）／（公社）

全国有料老人ホーム協会・（一社）高齢者住宅協会 を基に作成



67.3%(35社)
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孤独死の発生時、賃貸借契約の解除に時間がかかる

孤独死の発生時、残置物の処分に時間がかかる

階段・段差等での転落・転倒事故

近隣住民とのトラブル（騒音やゴミの出し方など）

その他

住宅確保要配慮者の入居に対する状況
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1,053 

0

500

1,000

1,500

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

増加数 登録数

(戸）

(年）

住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人（大家等）の意識

（出典）第59回社会資本整備審議会住宅宅地分科会（2024年12月16日）会議資料／国土交通省

住宅確保要配慮者が入居した物件において発生した困ったこと

（出展：「セーフティネット住宅居住支援等調査委託 調査報告書」（R4.11）※住宅政策本部）

専用住宅の登録戸数

※令和6年3月31日時点 （出典：住宅政策本部）

◇ 住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は拒否感を有している。
◇ 住宅確保要配慮者が入居した入居物件において発生した困ったことの上位は、「近隣住民

とのトラブル」、「家賃滞納」、「孤独死後の残置物の処分」

３－12 住宅確保要配慮者の入居に対する状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか

◇ 住宅確保要配慮者の入居に対して、賃貸人の一定割合は拒否感を有している。

◇ 住宅確保要配慮者が入居した物件において発生した困ったことの上位は、「近隣住民とのトラブ

ル」、「家賃滞納」、「孤独死後の残置物の処分」
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住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人（大家等）の意識 住宅確保要配慮者が入居した物件において発生した困ったこと

（資料）第59回社会資本整備審議会住宅宅地分科会（2024年12月16日）会議

資料／国土交通省 抜粋

東京ささエール住宅（専用住宅）の登録戸数

（資料）東京都住宅政策本部

（資料）令和５年住宅・土地統計調査／総務省 を基に作成

（資料）東京都住宅政策本部



高齢者の入居に対する状況

年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否の有無

高齢者等の受け入れのために必要と思われる支援策

◇ 高齢者の4人に1人以上が、「年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否」を経験

◇ 高齢者を含む住宅確保要配慮者の入居に際して大家が求める居住支援策として、７割以上

の賃貸人が「定期的な見守り・安否確認」を挙げており、貸主からも、高齢者の入居に際して見

守り機能の強化の取組が求められている。

３－13 高齢者の入居に対する状況

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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（資料）令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会資料（令和７

年６月）／厚生労働省・国土交通省 抜粋

年齢を理由とした賃貸住宅への入居拒否の有無 高齢者等の受け入れのために必要と思われる支援策

（資料）東京都住宅政策本部

43.7%(59社)

70.4%(95社)

74.8%(101社)

63.7%(86社)

43.0%(58社)

70.4%(95社)

61.5%(83社)

8.9%(12社)

0% 20% 40% 60% 80%

セーフティネット住宅と住宅確保要配慮者のマッ

チング（入居促進）

身元保証や緊急連絡先の引受

定期的な見守り・安否確認

緊急時の駆けつけ

近隣や家主とのトラブル対応

死後事務委任（賃貸借契約の解除、行政へ

の諸手続など）

家財処分・遺品整理

その他



◇区市町村により登録戸数に差がみられる。

◇なお、区部で比較的登録戸数が多いところは、規模の大きい共同住宅の登録によるものである。

都内全体登録戸数：2,240戸（令和2年3月31日時点）

（資料）セーフティネット住宅情報提供システムより
東京都住宅政策本部調べ

なお、同システムによれば全て共同住宅（シェアハウスを含む）である。

令和５年６月更新

図表B33

◇ 区市町村により登録戸数に差がみられる。

３－14 セーフティネット住宅の区市町村別戸数分布

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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（資料）セーフティネット住宅情報提供システムより東京都住宅政策本部調べ



（資料）令和２年３月31日時点東京都住宅政策本部調べ

図表なし

要更新◇ 区部周辺部、多摩地域で比較的多く登録されている。

（資料）東京都住宅政策本部調べ（2025（R7）年３月31日時点）

３－15 サービス付き高齢者向け住宅等の区市町村別戸数分布

３ 公的住宅・セーフティネット住宅ほか
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４ 住宅市場の動向

４－１ 地域別新築マンション価格の推移

４－２ 建築費の推移

４－３ 新設住宅着工戸数の推移及び利用関係別新設住宅着工戸数の推移

４－４ 新築分譲マンションの販売戸数

４－５ 地域別中古マンション価格の推移

４－６ 既存住宅市場の成約件数の推移

４－７ 居住借家の平均家賃の推移
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2023
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2024

（R6）

（万円）

19,105万円

9,910万

円

7,125万円

11,181万円

13,729万円

21,740

11,979

11,483

8,003

6,471

• 地域別新築マンション価格の推移

◇都内全域で、この10年間の新築マンション価格は上昇

◇区部、特に都心３区では近年の価格上昇が顕著である一方、都下の上昇率は緩やか
４－１ 地域別新築マンション価格の推移

４ 住宅市場の動向

◇ この10年間で都内新築マンション価格は上昇

◇ 区部では近年の価格上昇が顕著である一方、都下の上昇率は緩やか

50出典：不動産経済研究所公表データより作成

（万円）

10,134

5,890

11,181
11,483

10,512

5,411

23区の平均価格

東京都全域の平均価格

多摩部の平均価格

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局
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• 建築費の推移

地価の推移（住宅地・商業地）（都、区部、多摩部）

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局

◇建築費は1991年（平成３年）をピークに下落が続いていたが、近年上昇傾向にあり、2024年
(令和6年)には、30万円を超えている。

（資料）地価公示/国土交通省

令和７年６月更新

図表
A57,58
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４－２ 建築費の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 建築費は1991（H３）年をピークに下落が続いていたが、近年上昇傾向にあり、2024

（R６）年には、30万円／㎡を超えている。

51
（資料）建築統計年報／東京都都市整備局



令和５年

都128,330戸

国819,623戸
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（万戸）

持家 分譲住宅（マンション） 分譲住宅（一戸建） 貸家 給与住宅

• 新設住宅着工戸数の推移（全国、都）及び利用関係別新設住宅着工戸数の推移
（東京都）◇2023年（令和5年）の新設住宅着工戸数は、128,330戸となり、対前年比4.5％の減少となった。

◇2009年（平成21年）に新設住宅着工戸数は落ち込み、その後、2017年(平成29年)まで増加傾向
にあったが、近年では減少傾向になっている。

新設住宅着工戸数の推移 利用関係別新設住宅着工戸数の推移

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局

住宅着工統計／東京都住宅政策本部

令和７年６月更新

図表
A54,55
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４ 住宅市場の動向

◇ 2023（R５）年の新設住宅着工戸数は、128,330戸となり、対前年比4.5％の減少となっ

た。

◇ 2009（H21）年に新設住宅着工戸数は落ち込み、その後、2017（H29）年まで増加傾

向にあったが、近年では減少傾向になっている。

52
（資料）建築統計年報／東京都都市整備局、住宅着工統計／東京都住宅政策本部

４－３ 新設住宅着工戸数の推移及び利用関係別新設住宅着工戸数の推移
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• 新築分譲マンションの販売戸数（都、区部、市町村部）

◇マンションの販売戸数は減少傾向

令和７年６月更新４－４ 新築分譲マンションの販売戸数

４ 住宅市場の動向

◇ マンションの販売戸数は減少傾向
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（資料）全国マンション市場動向／（株）不動産経済研究所 を基に作成



出典：不動産情報ライブラリ（国土交通省）より作成

 中古マンション価格も近年は上昇傾向にあるが、従来から地域による価格差が大きい

 近年の平均価格上昇は都心部での上昇が要因。周辺区部等では大きな上昇は見られない

（万円）

• 地域別中古マンション価格の推移

４－５ 地域別中古マンション価格の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 中古マンション価格も近年は上昇傾向にあるが、従来から地域による価格差が大きい

◇ 近年の都内全域の平均価格上昇は区部での上昇が要因。多摩部では大きな上昇は見られな

い。
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出典：不動産情報ライブラリ（国土交通省）より作成
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（資料）（公財）東日本不動産流通機構
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◇既存住宅の成約件数は、全体では増加傾向となっている（マンションは増加傾向、戸建住宅は
横ばい）。

• 既存住宅市場の成約件数の推移（東京都）
令和７年６月更新

図表B40
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４－６ 既存住宅市場の成約件数の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 既存住宅の成約件数は、全体では増加傾向となっている（マンションは増加傾向、戸建住宅

は横ばい）。

55
（資料）（公財）東日本不動産流通機構



• 居住借家の平均家賃の推移（全国、都）

◇居住借家の家賃は2013年（平成２５年）まで概ね横ばいで推移していたが、近年では上昇傾
向にある。

居住借家の１か月当たりの延べ面積１㎡当たり平均家賃の推移

東京都 全国

（資料）住宅・土地統計調査/総務省

2023（R5）年 戸当たり平均家賃

（円）

図表B43

令和７年６月更新

東京都 全国

借家全体 88,266 60,630

民営借家 94,802 65,496

公営の借家 28,722 25,234

都市再生機構・

公社の借家
89,986 71,842

給与住宅 66,940 42,312
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【メモ】要作業・確認
※全国をR5だけにする

４－７ 居住借家の平均家賃の推移

４ 住宅市場の動向

◇ 居住借家の１か月当たりの延べ面積１㎡当たり平均家賃は、2013（H25）年まで概ね横

ばいで推移していたが、近年では上昇傾向にある。
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５ 住生活に対するニーズ

５－１ 住宅及び居住環境に対する総合的な評価

５－２ 住宅に対する評価及び居住環境に対する評価

５－３ 世帯類型別の住宅に対する考え方及び居住環境に対する考え方

５－４ 持家・借家別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価

５－５ 持家・借家別の住宅に対する評価

５－６ 住宅の個別要素に対する評価

５－７ 居住環境の個別要素に対する評価

５－８ 住宅・居住環境の各要素の重要度
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（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省
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図表なし
５－１ 住宅及び居住環境に対する総合的な評価

５ 住生活に対するニーズ
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◇ 住宅及び居住環境に対する総合的な評価に関して、不満率は継続して減少している。



住宅に対する評価（東京都）

（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省

居住環境に対する評価（東京都）
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2008
（H20）

2013
（H25）

2018
（H30）

非常に不満 多少不満 まあ満足 満足 不明

5.5% 4.8% 4.4% 5.1% 4.2% 2.6% 2.9%

30.8% 29.3% 31.5%
23.9% 25.3%

19.2% 18.7%

53.7% 55.7% 53.6%

51.9% 52.6%

54.1% 52.5%

9.4% 9.8% 8.3%

15.7%
17.7%

23.4% 25.3%

0.6% 0.4% 2.2% 3.4%
0.3% 0.7% 0.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

1988
（S63）

1993
（H5）

1998
（H10）

2003
（H15）

2008
（H20）

2013
（H25）

2018
（H30）

非常に不満 多少不満 まあ満足 満足 不明

更新不要（30住総）

図表なし
５ 住生活に対するニーズ

59

不満率

58.8%

◇ 住宅に対する評価に関して、不満率は総じて減少している。

◇ 居住環境に対する不満率は増減を繰り返しながら減少傾向である。

不満率

53.5%
不満率

49.5%
不満率

38.7% 不満率
31.1% 不満率

24.7%
不満率
22.0%

不満率

36.3%
不満率

34.1%
不満率

35.9%
不満率

29.0%
不満率

29.5%
不満率

21.8%

不満率

21.6%

５－２ 住宅に対する評価及び居住環境に対する評価



世帯類型別の住宅及び居住環境に対する総合満足度（東京都）

（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省

401,376 625,478 17,005 567,697 261,597 218,609

818,859
1,260,835 41,153 1,404,042 624,577 536,123

178,332
337,511 9,848 359,552 164,926 117,772

24,623 52,068 1,367 59,562 26,851 26,311

5,768 9,783 0 15,624 6,482 3,178

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1,428,960 2,285,673 69,373 2,406,477 1,084,434 901,995

夫婦のみの世帯 親と子の世帯 三世代同居

の世帯

単身世帯

（総数）

単身

（35歳～64歳）

単身

（65歳以上）

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 不明

令和５年７月更新

図表なし
５ 住生活に対するニーズ

５－３ 世帯類型別の住宅に対する考え方及び居住環境に対する考え方
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◇ 世帯類型の違いによる満足度の差はあまりみられない。



（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省

【持家】 【借家】

4.6% 2.9% 2.6% 2.0% 2.0%

29.8%

19.4% 21.4%
15.4% 12.1%

51.2%

59.5% 54.7%

55.5%
55.6%

10.0%
12.2% 20.9%

26.7% 30.0%

4.4% 5.9% 0.3% 0.4% 0.3%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

1998
（H10）

2003
（H15）

2008
（H20）

2013
（H25）

2018
（H30）

非常に不満 多少不満 まあ満足 満足 不明

不満率

24.0%

不満率

34.4% 不満率

22.3% 不満率

17.4%
不満率

14.1%
4.1% 3.8% 3.6% 2.5% 2.6%

30.1%
25.2% 27.2%

15.6% 17.4%

51.3%
57.1% 52.6%

53.5%
56.6%

8.9% 6.9%
16.4%

27.6%
22.5%

5.7% 6.9% 0.1% 0.8% 0.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

1998
（H10）

2003
（H15）

2008
（H20）

2013
（H25）

2018
（H30）

非常に不満 多少不満 まあ満足 満足 不明

不満率

29.0%

不満率

34.2%

不満率

18.1%

不満率

30.8% 不満率

20.0%

更新不要（30住総）

図表なし
５ 住生活に対するニーズ

５－４ 持家・借家別の住宅及び居住環境に対する総合的な評価
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◇ 2013（H25）年は持家と借家の不満率は同水準となったが、2018（H30）年は再び持家

の不満率の方が低くなった。



（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省

8.3%
5.5% 2.9% 2.4% 1.4%

35.7%

26.5%

23.1%
17.2%

15.0%

43.9%

46.3%
52.1%

55.2%

52.2%

11.2%

18.0% 21.6%
24.6%

30.9%

1.0%
3.7%

0.3% 0.7% 0.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

非常に不満 多少不満 まあ満足 満足 不明

不満率

26.0%

不満率

32.0%
不満率

19.6% 14.9%
10.2%

4.8% 5.2% 4.0%

41.4%

39.0%

34.2%
28.1%

26.1%

35.5%

38.8%

45.6%

45.3% 49.5%

6.8%
9.2% 15.3%

20.2% 19.2%

1.4% 2.8% 0.2%
1.2% 1.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

非常に不満 多少不満 まあ満足 満足 不明

【持家】 【借家】

不満率

44.0%

不満率

16.4%

不満率

49.2%

不満率

33.3%

不満率

39.0% 不満率

30.1%

不満率

56.3%

更新不要（30住総）

図表なし
５－５ 持家・借家別の住宅に対する評価

５ 住生活に対するニーズ
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◇ 住宅に対する不満率を比較すると常に借家が持家を上回る割合で推移している。

1998                 2003                2008                2013                2018
（H10） （H15） （H20） （H25） （H30）

1998                 2003                2008                2013                2018
（H10） （H15） （H20） （H25） （H30）



55.8%

43.6%

46.7%

45.4%

42.2%

43.2%

42.3%

50.1%

41.1%

39.2%

32.3%

35.1%

39.5%

31.8%

49.0%

39.2%

41.2%

41.2%

37.5%

34.7%

38.9%

40.7%

32.1%

28.2%

32.8%

26.7%

29.5%

32.4%

23.2%

29.2%

44.5%

42.9%

39.1%

38.6%

34.2%

33.9%

33.7%

33.2%

32.2%

30.1%

29.3%

28.4%

27.2%

26.0%

25.3%

22.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

高齢者への配慮（段差がない等）

遮音性

収納の多さ、使い勝手

地震時の安全性

断熱性

防犯性

いたみの少なさ

エネルギー消費性能（光熱費の節約）

火災に対する安全性

台風時の安全性

水回りの広さ、使い勝手

日当たり

広さや間取り

換気のよさ（臭いや煙などが残らない）

プライバシー確保

維持管理のしやすさ

平成20年

平成25年

平成30年

（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省

更新不要（30住
総）

図表なし
５ 住生活に対するニーズ
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◇ 2013（H25）年と2018（H30）年の差をみると、おおむね不満率は減少しているが、「防

犯性」（-0.8ポイント）は変化の幅が小さく、「エネルギー消費性能（光熱費の節約）」（-

7.5ポイント）、「維持管理のしやすさ」（-6.7ポイント）、「換気のよさ（臭いや煙などが残らな

い）」（-6.4ポイント）、「いたみの少なさ」（-5.2ポイント）は減少幅が大きくなっている

５－６ 住宅の個別要素に対する評価



（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省

39.7%

20.4%

34.5%

42.6%

54.3%

30.4%

31.8%

38.0%

38.9%

36.2%

41.6%

30.0%

25.4%

40.8%

33.6%

34.8%

34.9%

32.8%

31.2%

28.5%

32.4%

25.7%

29.3%

15.5%

25.4%

32.3%

22.6%

19.2%

41.7%

35.6%

33.1%

32.6%

30.7%

27.5%

26.8%

24.8%

23.4%

22.7%

21.4%

21.3%

19.7%

17.2%

16.2%

14.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

周辺からの延焼のしにくさ

騒音・大気汚染の少なさ

敷地の広さや日当たり、風通しなどの空間のゆとり

道路の歩行時の安全性

災害時の避難のしやすさ

親・子・親せきとの距離

まちなみ・景観

注 子どもの遊び場、子育て支援サービス

近隣の人やコミュニティとの関わり

公園や緑、水辺などの自然環境

水害・津波の受けにくさ

福祉・介護の生活支援サービス

注 医療・福祉・文化施設などの利便

治安

注 日常の買い物などの利便

通勤・通学の利便

平成20年

平成25年

平成30年

更新不要（30住
総）

図表なし
５ 住生活に対するニーズ

５－７ 居住環境の個別要素に対する評価

注 平成 30 年の調査では、従前の「日常の買い物、医療・福祉・文化施設などの利便」を「日常の買い物などの利便」と「医療・福祉・文化施設などの利便」に分割して調査した。ここでは、従前の調査結果を「日常

の買い物などの利便」と並べて表示した。 また、従前の「子育て支援サービスの状況」と「子どもの遊び場、公園など」を「子どもの遊び場、子育て支援サービス」に統合して調査した。ここでは、従前の調査結果を「子どもの

遊び場、公園など」と並べて表示した。 64

◇ 2013（H25）年と2018（H30）年の差を見ると、個別要素によって不満率の変化に差は

あるが、「周辺からの延焼のしにくさ」、「騒音・大気汚染の少なさ」、「水害・津波の受けにくさ」は

増加傾向にある。一方、「治安」（-15.1ポイント）などは減少している



（資料）平成30年住生活総合調査／国土交通省 65

47.2%

42.0%

39.5%

37.8%

35.9%

34.8%

32.5%

24.6%

23.4%

19.9%

17.1%

16.9%

15.5%

15.4%

14.8%

14.2%

41.3%

46.5%

48.9%

50.7%

52.5%

53.7%

56.0%

63.8%

65.1%

68.5%

71.4%

71.5%

73.0%

73.0%

73.6%

74.3%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

治安(環)

日当たり(住)

日常の買物などの利便(環)

広さや間取り(住)

通勤・通学の利便(環)

地震時の安全性(住)

防犯性(住)

収納の多さ、使い勝手(住)

医療・福祉・文化施設などの利便(環)

騒音・大気汚染の少なさ(環)

火災に対する安全性(住)

敷地の広さや日当たり、風通しなどの空間のゆとり(環)

公園や緑、水辺などの自然環境(環)

災害時の避難のしやすさ(環)

遮音性(住)

道路の歩行時の安全性(環)

重要と思う その他 不明

14.1%

13.9%

13.4%

11.8%

11.7%

11.6%

11.2%

11.0%

10.6%

10.3%

10.3%

9.4%

8.3%

7.3%

6.8%

6.0%

74.3%

74.6%

75.0%

76.7%

76.7%

76.9%

77.3%

77.5%

77.8%

78.1%

78.2%

79.1%

80.2%

81.2%

81.6%

82.4%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

水回りの広さ、使い勝手(住)

プライバシー確保(住)

台風時の安全性(住)

維持管理のしやすさ(住)

水害・津波の受けにくさ(環)

高齢者への配慮（段差がない等）(住)

断熱性(住)

福祉・介護の生活支援サービス(環)

近隣の人やコミュニティとの関わり(環)

換気のよさ（臭いや煙などが残らない）(住)

まちなみ・景観(環)

いたみの少なさ(住)

周辺からの延焼のしにくさ(環)

エネルギー消費性能（光熱費の節約）(住)

子どもの遊び場、子育て支援サービス(環)

親・子・親せきとの距離(環)

重要と思う その他 不明

更新不要（30住
総）

図表なし
５ 住生活に対するニーズ

※ （住）：住宅の評価の個別要素 （環）：居住環境の評価の個別要素

◇ 住宅・居住環境において、最も重要と思われている上位３項目は、「治安」、「日当たり」、「日

常の買物などの利便」である。

５－８ 住宅・居住環境の各要素の重要度



６ 都の住宅政策の変遷

６－１ 住宅政策の変遷

66



住宅政策の変遷

＜社会の変化＞

人口増・世帯増 大都市への集中

住宅難の解消 量の確保から質の向上へ

＜住宅政策の課題と対応の方向性＞

高度経済成長 バブル景気オイルショック

◆ 都の住宅政策・住宅マスタープラン（MP）

1950(S25) 1975(S50) 2000(H12) 2025(R7)

人口減・世帯増
高齢者・単身世帯増

市場機能・ストック重視へ
豊かな住生活の実現

リーマンショック

・東日本大震災

コロナショック

・阪神淡路大震災

東京都住宅建設五箇年計画 東京都住宅マスタープラン

★ ★

・全国の住宅総数が
世帯総数を上回る
（1968）

・全都道府県で住宅
総数が世帯総数を
上回る（1973）

・最低居住水準未満
世帯が１割を下回る
（1988）

・全国の世帯の約半分が
誘導居住水準を達成
（2003）

◆ 国の住宅政策

住宅金融公庫法(1950(S26)）

公営住宅法(1951(S27)）

日本住宅公団法(1955(S31)）
★ ★

住宅建設五箇年計画 住生活基本計画

住宅建設計画法(1966(S41)) 住生活基本法(2006(H18))

○ 社会の変化に応じて、戸数の確保→質の向上→ストック重視と政策転換しながら時代の要請に対応

○ 都は、全国に先駆けて住宅マスタープランを策定し、住宅政策を総合的かつ計画的に推進

・戦災・引揚者等による約420万戸の住宅不足

市場機能・既存ストック活用公的住宅の新規建設中心

★住宅基本条例(1992(H4)) ★住宅基本条例全面改正 (2006(H18))

1966(S41) 1991(H3)
※全国に先駆け策定

67

1966(S41) 2006(H18)

● ●● ● ● ●

追加

６－１ 住宅政策の変遷

６ 都の住宅政策の変遷

※ （住）：住宅の評価の個別要素 （環）：居住環境の評価の個別要素

◇ 社会の変化に応じて、戸数の確保→質の向上→ストック重視と政策転換しながら時代の要請に対応

◇ 都は、全国に先駆けて住宅マスタープランを策定し、住宅政策を総合的かつ計画的に推進
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